
地域の福祉向上と心と身体の健康づくりに努めます

③子ども・高齢者・障害者にやさしいまちづくり

保育所待機児童対策推進事業

　保育所入所待機児童
数調査における各年4
月1日の保育所待機児
童数

平成28年4月1日の待
機児童数０の継続

　認可保育所の新設や認定保育室の
認可化による1,191人の定員増に加
え,すくすく保育アテンダントによる
相談支援の充実、認定保育室の保育
料負担軽減助成の拡充などにより、
待機児童の解消を図った。

　保育所入所待機児童
数調査における各年4
月1日の保育所待機児
童数

平成27年4月1日の待
機児童解消

実績・評価等

　引き続き、子ども・子育て支援事
業計画による必要確保量に基づきな
がら、保育需要の動向を見極めつ
つ、施設整備等を進める。

　導入に向けた検討について目標ど
おり実施し、更に、庁内的に、（仮
称)民生委員協力員制度を導入すると
いう意思決定を行い、目標以上の成
果を得た。

　目標どおり実施した。平成25年
12月の一斉改選では、定数915人の
うち、888人を委嘱（充足率97%
（前回一斉改選時の充足率
96.2%））したが、引き続き、欠員
の補充に努める。

　民間保育所の整備による３２５人
の定員増、すくすく保育アテンダン
トの各区こども家庭相談課へ配置し
相談体制の充実等を行った。

77.4%
（参考：前年度88.5％）

　満足度は、講師の人選によるとこ
ろも大きいと考える。今後も社会情
勢や市民の関心を寄せる事業内容に
配慮し、福祉思想の促進に努める。

指標・目標

　来場者アンケート結
果「満足」、「まあ満
足」と回答した人の割
合：75％
（「満足」、「まあ満
足」と回答／アンケー
ト提出総数×100）

　来場者アンケート結
果「満足」、「まあ満
足」と回答した人の割
合：89％
（「満足」、「まあ満
足」と回答／アンケー
ト提出総数×100）

実
績

　民生委員協力員制度の手引きを作
成し、各地区民生委員児童委員協議
会の定例会において制度の説明を
行った。10月1日から順次委嘱を行
い、19人を委嘱した。
また、一斉改選に向け、各地区民生
委員児童委員協議会へ定数の意向調
査を行った。

　（仮称）民生委員協力員制度の導
入のため、他都市の制度を研究する
とともに、民生委員児童委員協議会
の意見も踏まえ検討を進め、当該制
度の導入について庁内合意を得た。

　来場者アンケート結
果「満足」、「まあ満
足」と回答した人の割
合：89％
（「満足」、「まあ満
足」と回答／アンケー
ト提出総数×100）

　民生委員活動の負担
軽減を図るため、民生
委員業務に協力し、地
域の見守りなどをサ
ポートする（仮称）民
生委員協力員制度の導
入に向け、他都市の制
度を研究するととも
に、民生委員児童委員
協議会の意見も踏まえ
ながら検討を進める。

実
績

評
価

実
績

評
価

　民生委員活動の負担
軽減等について、市民
生委員児童委員協議会
とともに検討を進め、
平成25年12月の民生
（児童）委員の一斉改
選までに、負担軽減策
等を取りまとめる。

実
績

評
価

　目標どおり民生委員協力員制度を
導入し、委嘱についても随時行って
いる。また、各地区への定数意向調
査により、負担の多い地区を明らか
にし、これらの地区の定数を増やす
方針としたことで、負担軽減につな
がる取り組みを進めることができ
た。

実績・評価等 指標・目標 実績・評価等 指標・目標

　認可保育所の新設や認定保育室の
認可化による1,060人の定員増に加
え,すくすく保育アテンダントによる
相談支援の充実などにより、待機児
童の解消を図った。

　保育所入所待機児童
数調査における各年4
月1日の保育所待機児
童数

平成26年4月1日の待
機児童解消

実
績

評
価

実
績

評
価

　引き続き、子ども・子育て支援事
業計画による必要確保量に基づきな
がら、保育需要の動向を見極めつ
つ、施設整備等を進める。

　引き続き、保育所の追加整備、す
くすく保育アテンダントによる更な
る相談体制の強化等様々な手法を活
用し待機児童解消に向け取り組む必
要がある。

　待機児童の解消を図るため、民間
保育所の整備や認定保育室の運営に
対する補助制度の拡充、家庭的保育
事業の実施などにより、受入枠の拡
大を進めていきます。

実
績

評
価

評
価

実
績

評
価

　民生委員児童委員協議会ととも
に、活動環境の改善に向けた具体的
な取組内容の取りまとめを行い、定
数の増員や活動Q&Aの作成など、実
施可能な改善策については、取り組
みを進めた。

　社会福祉の増進に努めるため、民
生委員・児童委員の活動を推進す
る。

　民生委員協力員制度
の詳細設計を行い、年
度内に導入する。平成
28年度一斉改選に向け
た準備を進めるととも
に、更なる民生委員の
負担軽減策を民生委員
児童委員協議会と検討
する。

中央区区ビジョン進行管理表　【平成25年度～平成27年度】

※各基本方針に掲載する内容は、新相模原市総合計画前期・中期実施計画事業で中央区区ビジョンと一致するものを掲載

地域福祉活動推進事業（市民福祉の集い開催費）

①支えあいのまちづくり

民生（児童）委員活動推進事業

　市民の連携と参加による「心のふ
れあう福祉の輪づくり」を推進する
ため、福祉月間事業の一つとして
「市民福祉の集い」を開催する。

88.5%
（参考：前年度55.4％）

　目標を上回ったが、満足度は、講
師の人選によるところも大きいと考
える。今後も社会情勢や市民の関心
を寄せる事業内容に配慮し、福祉思
想の促進に努める。

平成２５年度

実
績

○事業名

事業の概要

基本方針１

評
価

72.1%
（参考：前年度77.4％）

　満足度は、講師の人選によるとこ
ろが大きかった。今後も社会情勢や
市民の関心を寄せる事業内容に配慮
し、福祉思想の促進に努める。

平成２７年度 平成２６年度

第４期第２回区民会議

資料１
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実績・評価等指標・目標 実績・評価等 指標・目標 実績・評価等 指標・目標

平成２５年度○事業名

事業の概要

平成２７年度 平成２６年度

ふれあい親子サロンの
開催
・27会場
・297回

目標どおり実施した。また、当初、
整備を予定していた児童クラブ以外
にも緊急的に施設整備等を行い、待
機児童対策を実施した。

目標どおり実施した。また、当初、
整備を予定していた児童クラブ以外
にも緊急的に施設整備等を行い、待
機児童対策を実施した。

目標を大幅に上回った。当初施設整
備等を予定していた児童クラブ以外
に、緊急的に施設整備等を行い、待
機児童対策を実施した。

放課後子どもプラン推進事業（児童クラブの再整備・改修）

　施設整備、改修等により273人の
定員拡大を行った。
①施設整備による定員拡大（120人
増）
大沢（40人増）、双葉（30人
増）、共和（20人増）、新磯（30
人増）
②余裕教室改修による定員拡大（60
人増）
谷口台（30人増）、大野台（30人
増）
③こどもセンター諸室放課後活用に
よる定員拡大（93人増）
清新（30人増）、鶴園中和田（30
人増）、富士見（18人増）、大野北
（15人増）

ふれあい親子サロンの
開催
・27会場
・297回

　再整備・施設改修を
実施する児童クラブ
数：3児童クラブ（大
沢、双葉、谷口台）
定員拡大：100人増

※児童クラブ整備事業
（待機児童対策事業）
と一体的に実施する。

実
績

評
価

実
績

実
績

評
価

ふれあい親子サロンの開催
２７会場
年間２９７回

ふれあい親子サロンの開催
２７会場
年間２９７回

27会場で297回実施した。
参加者は、延べ26,800人。

　目標どおり実施した。年間
24,523名(27会場297回平均82.5
名）の参加があり、保護者の育児不
安の解消を図った。

　目標どおり実施した。年間
25,543名(27会場297回平均86
名）の参加があり、保護者の育児不
安の解消を図った。

　目標どおり実施した。1会場あたり
約90人の参加があり、保護者の育児
不安の解消が図られた。

実
績

評
価

実
績

評
価

評
価

実
績

評
価

　施設整備、改修等により344人の
定員拡大を行った。
①施設整備による定員拡大（40人
増）
谷口台（40人増）
②余裕教室改修による定員拡大（95
人増）
若草（30人増）、清新（30人
増）、相武台（15人増）、桜台
（20人増）
③こどもセンター諸室放課後活用に
よる定員拡大（109人増）
上鶴間（20人増）、橋本（26人
増）、向陽（25人増）、鹿島台
（20人増）、田名（18人増）
④既存施設の定員の見直し（100人
増）
13クラブ

　施設整備、改修等により230人の
定員拡大を行った。
①施設整備による定員拡大（90人
増）
千木良（40人増）、谷口（20人
増）、麻溝（30人増）
②余裕教室改修による定員拡大
（110人増）
横山（30人増）、旭（40人増）、
南大野（40人増）
③こどもセンター諸室放課後活用に
よる定員拡大（30人増）
川尻（15人増）、上溝南（15人
増）

①施設整備・改修を実
施する児童クラブ数：
3児童クラブ（川尻、
横山、千木良）
②定員拡大：150人増

地域子育て支援活動促進事業（ふれあい親子サロン）

　保護者の育児不安を解消するた
め、保健師・保育士のほか、民生委
員・児童委員、子育てサポーターな
ど地域のスタッフが育児や遊びのヒ
ントを提供するほか、身体測定を行
います。

ふれあい親子サロンの
開催
・27会場
・297回

　保護者が就労等により昼間家庭に
いない小学校低学年児童の健全な育
成を図るため、老朽化した児童クラ
ブを再整備するとともに、待機児童
数の多い児童クラブの受入人数を拡
大するため、施設を改修します。

①施設整備・改修を実
施する児童クラブ数：
4児童クラブ（谷口
台、清新、中野、上鶴
間）
②定員拡大：150人増
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実績・評価等指標・目標 実績・評価等 指標・目標 実績・評価等 指標・目標

平成２５年度○事業名

事業の概要

平成２７年度 平成２６年度

評
価

①こどもセンター4館（大島、星が
丘、相模台、並木）、児童館3館（作
の口、大野台第1、弥栄）の7箇所に
おいて放課後子ども教室事業を新た
に実施した。
②平成28年度の実施に向けて、こど
もセンター4館（向陽、清新、鹿島
台、麻溝）、児童館3館（四ツ谷、南
新町、しんふち）の7箇所について運
営体制を確立させた。
③引き続き、小学校4校（青葉、中
央、根小屋、谷口台）において小学
校内実施型の放課後子ども教室事業
を実施した。

①こどもセンター2館（二本松、上鶴
間）、児童館4館（相原、あさひ、光
が丘、谷口）の6箇所において放課後
子ども教室事業を新たに実施した。
（このうち、上鶴間こどもセンター
と相原児童館の2館については、小学
校内実施型からの転換。）
②平成27年度の実施に向けて、こど
もセンター4館（大島、星が丘、並
木、相模台）、児童館3館（作の口、
弥栄、大野台第1）の7箇所について
運営体制を確立させた。
③引き続き、小学校4校（青葉、中
央、根小屋、谷口台）において小学
校内実施型の放課後子ども教室事業
を実施した。

こどもセンター4館（橋本、大野北、
大沼、鶴園中和田）、児童館2館（宮
上、東林間）の6箇所において放課後
子ども教室事業を新たに実施した。
また、平成26年度の実施に向けて、
こどもセンター2館（二本松、上鶴
間）、児童館4館（相原、あさひ、光
が丘、谷口）の6箇所について運営体
制を確立させた。
小学校内実施型2校（相原小、上鶴間
小）については、実施方法変更に向
けた準備を行った。

評
価

実
績

　目標どおり実施した。今後も放課
後子ども教室事業の拡大実施に取り
組んでいく。

実
績

評
価

目標どおり実施した。今後も安全・
安心な子どもの遊び場、居場所づく
りに取り組んでいく。

経年劣化等により改修
が必要なこどもセン
ターについて、計画的
な改修を行う。
・空調機修繕（並木）
・屋上防水改修修繕
（鶴園中和田）

空調機やエレベーター、館庭フェン
ス、給排水設備等の改修を行った。

　嶽之内児童館・弥栄児童館の２館
について建替を実施した。

目　標を上回った。今後も放課後子
ども教室事業の拡大実施に取り組ん
でいく。

平成25年度6箇所拡大
実施
平成26年度6箇所拡大
実施に向けた運営体制
の確立（小学校内実施
型2校については実施
方法変更）

①平成27年度7箇所拡
大実施（小学校内実施
型2校については実施
方法変更）
②平成28年度7箇所拡
大実施に向けた運営体
制の確立

実
績

評
価

目標どおり実施した。改修を行うこ
とにより、子どもたちの安全な居場
所づくりに寄与することができた。

目標どおり実施した。経年劣化等に
より改修が必要なこどもセンターに
ついて、計画的な改修を行った。

　目標どおり実施した。今後も安
全・安心な子どもの遊び場、居場所
づくりに取り組んでいく。

　目標どおり実施した。今後も安
全・安心な子どもの遊び場、居場所
づくりに取り組んでいく。

ー

ー

二本松こどもセンター、相模台こど
もセンターの2館について外壁改修を
実施した。また、清新こどもセン
ターについて空調機更新を実施し
た。

　しんふち児童館・南新町児童館の
２館について建替を実施した。

実
績

評
価

実
績

評
価

実
績

評
価

こどもセンター改修事業
　児童の健全育成に関する総合的な
施設であるこどもセンターの改修を
行います。

外壁改修：2館（二本
松、相模台）
空調機更新：1館（清
新）

評
価

実
績

・空調機修繕（並木）
・屋上防水改修修繕（鶴園中和田）

ー

　目標どおり実施した。今後も放課
後子ども教室事業の拡大実施に取り
組んでいく。

実
績

評
価

①平成26年度6箇所拡
大実施（小学校内実施
型2校については実施
方法変更）
②平成27年度6箇所拡
大実施に向けた運営体
制の確立

改修の実施

老朽化した児童館2館
の建替
・嶽之内児童館
・弥栄児童館

放課後子どもプラン推進事業（放課後子ども教室事業の実施）

　放課後における子どもたちの安全
で健やかな居場所づくりを推進する
ため、小学校の余裕教室等を活用
し、全学年の児童を対象に、地域の
人たち等との遊びなどを通して様々
な体験の場を提供します。

老朽化した児童館の建替
老朽化が進み、補強等の対応が必要
な児童館について建替を行います。

老朽化した児童館2館
の建替
・しんふち児童館
・南新町児童館

実
績
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実績・評価等指標・目標 実績・評価等 指標・目標 実績・評価等 指標・目標

平成２５年度○事業名

事業の概要

平成２７年度 平成２６年度

実
績

実
績

青少年活動支援事業

実
績

評
価

　「家庭の日」写真・
家族へのメッセージ募
集、健全育成啓発作品
（絵画・標語）募集
延べ応募件数750点

　市議会の議決を経て、移転登記な
ど所用の事務手続を進め、市児童相
談所及び一時保護所として土地及び
建物を取得した。

評
価

実
績

評
価

実
績

　委託事業内容等の充
実により、青少年の参
加の促進を図る。
委託事業参加者：
47,000人

実
績

評
価

実
績

評
価

　県と県北地域児童相談所の土地・
建物の譲渡に関し、譲渡価格等につ
いて協議し、平成26年4月1日付で
県有財産売買仮契約を締結した。

　青少年関係団体への各種委託事業
を実施し、青少年へ体験、活動の機
会を提供した。また、青少年指導者
の養成・育成及び関係団体の育成・
支援を行った。
委託事業参加者数：6,920人

　青少年関係団体への各種委託事業
を実施し、青少年へ体験、活動の機
会を提供した。また、青少年指導者
の養成・育成及び関係団体の育成・
支援を行った。
委託事業参加者数：37,856人

　青少年関係団体への各種委託事業
を実施し、青少年へ体験、活動の機
会を提供した。また、青少年指導者
の養成・育成及び関係団体の育成・
支援を行った。
委託事業参加者数：43,889人

　家庭の日」写真・「健全育成啓発
作品」絵画・標語募集、延べ応募件
数546点
（絵画78、標語67、写真401）

　「家庭の日」写真・家族へのメッ
セージ募集、「健全育成啓発作品」
絵画・標語募集、延べ応募件数515
点
（絵画81、標語66、写真319、
メッセージ49）

　「家庭の日」写真・家族へのメッ
セージ募集、「健全育成啓発作品」
絵画・標語募集、延べ応募件数551
点
（絵画76、標語81、写真346、
メッセージ48）

　目標どおり実施した。新たに施設
を設置したことにより、児童に対す
る専門的な支援のさらなる充実に向
けて取り組みを進めることが可能と
なった。

　目標どおり実施した。直営の市児
童相談所及び一時保護所として、児
童に対する専門的な支援のさらなる
充実に向けて取り組みを進める。

　目標どおり実施した。平成26年4
月から市児童相談所の単独利用及び
一時保護所の運営ができるように、
譲渡価格等に関し、県と協議でき
た。

　関係団体等との連携や事業周知に
努めたが、多数の参加者を見込んで
いた「親子ふれあいの広場」が雨天
のため中止となったことから、目標
を大きく下回った。引き続き、青少
年の健全育成や青少年指導者の養
成・育成、青少年団体の支援に取り
組んでいく。

　関係団体等との連携や事業周知に
努めたが、「親子ふれあいの広場」
が雨天のため大幅に事業を縮小し実
施したこと等から、目標を下回っ
た。今後も引き続き青少年の健全育
成や青少年指導者の養成・育成、青
少年団体の支援に取り組む。

　地域との協働による子どもを主体
とした啓発事業の新たな実施に伴い
「家庭の日」メッセージ募集を廃止
したことのほか、ポスターやチラシ
による周知が不十分であったことな
どから、目標を下回ったものと考え
る。募集後は入選作品の巡回展等に
より広く普及啓発を行った。今後も
地域社会における青少年を取り巻く
健全な社会環境づくりのため、各種
事業に取り組み、啓発・支援に努め
る。

　広報誌や各小・中学校へチラシを
配布するなど広く周知を行ったが、
目標を下回った。入選作品について
は巡回展示、ポスターの作成・配布
等により広く普及啓発を行った。今
後も地域社会における青少年を取り
巻く健全な社会環境づくりのため、
各種事業に取り組み、啓発・支援に
努める。

　広報紙や各小・中学校へチラシを
配布するなど広く周知を行ったが、
目標を下回った。入選作品について
は巡回展示、ポスターの作成・配布
等により広く普及啓発を行った。今
後も地域社会における青少年を取り
巻く健全な社会環境づくりのため、
各種事業に取り組み、啓発・支援に
努める。

評
価

実
績

児童相談所整備事業

評
価

評
価

　「県北地域児童相談
所の有償譲渡に係るス
ケジュール」に基づ
き、平成26年4月から
一時保護所を運営でき
るよう、土地・建物の
譲渡に関する手続きを
進める。

　敷地内に新たな施設をリース方式
により設置した。平成27年11月1日
より使用開始。

　青少年の自主性及び社会性を育て
るため、青少年学習センターでの主
催事業を通し、青少年への体験、活
動の機会の充実と参加の促進を図る
とともに、青少年指導者の養成や青
少年育成団体を支援します。

　委託事業内容等の充
実により、青少年の参
加の促進を図る。
委託事業参加者：
47,000人

　「県北地域児童相談
所の有償譲渡に係るス
ケジュール」に基づ
き、平成26年4月から
一時保護所を運営でき
るよう、土地・建物の
譲渡に関する手続きを
進める。

青少年健全育成環境づくり事業
　地域社会における青少年を取り巻
く健全な社会環境づくりをめざすた
め、社会環境健全化活動や啓発・情
報提供活動を行うとともに、青少年
健全育成組織等の活動を支援しま
す。

　「家庭の日」写真・
メッセージ募集、健全
育成啓発作品（絵画・
標語）募集
延べ応募件数750点

　「家庭の日」写真・
家族へのメッセージ募
集、健全育成啓発作品
（絵画・標語）募集
延べ応募件数750点

　神奈川県県北地域児童相談所の土
地・建物を譲り受け、市児童相談所
として整備を進め、施設の充実を図
ります。

　取得完了。児童相談
所の敷地内に新たな施
設をリース方式により
設置し、児童の特性に
応じた個別対応等を実
施する。

　委託事業内容等の充
実により、青少年の参
加の促進を図る。
委託事業参加者：
47,000人

　委託事業参加者については、広く
周知を行ったが目標を下回った。今
後も引続き青少年の健全育成や青少
年指導者の養成・育成、青少年団体
の支援に取り組む。また、各団体相
互の連携強化を図っていく。

実
績

評
価
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実績・評価等指標・目標 実績・評価等 指標・目標 実績・評価等 指標・目標

平成２５年度○事業名

事業の概要

平成２７年度 平成２６年度

①会員数　　3,700人
②受託件数
25,000件
③就業率　　99％

第1回　実践講座　意欲度87.5％
第2回　実践講座　意欲度90.9％

　受託件数は新規事業の開拓などに
より目標を達成した。就業率は昨年
度（85.1％）より上昇したものの目
標には達しなかった。
　会員数は、社会的な就業年齢の上
昇などに伴い減少している。

実
績

評
価

第1回　実践講座　意欲度90.0％
第2回　実践講座　意欲度72.2％

　社会貢献活動参加への意欲度は、
第1回、第2回ともに目標を上回った
が、受講者数については開催回数の
変更（年3回から5回へ）、休日や夜
間の開催等、間口をひろげることに
より、前年度実績は上回ったが、目
標を下回った。今後は、市民ニーズ
をより的確にとらえ、講座内容や実
施方法の改善を図るとともに効果的
な周知に取り組んでいく。

　第1回、第2回ともに目標を上回っ
た。地域活動への参加を促進するた
め、今後も事業内容のさらなる充実
を図っていく。

　第1回、第2回ともに目標を上回っ
た。地域活動への参加を促進するた
め、今後も事業内容のさらなる充実
を図っていく。

実
績

評
価

意欲度70％以上

実
績

①会員数　　　3,529人
②受託件数　 26,071件
（ともに平成28年3月末日現在）
③就業率　　　86．3％

①会員数　　　 3,630人
②受託件数　 26,066件
（ともに平成27年3月末日現在）
③就業率　　　86.1％

①会員数　　　 3,751人
②受託件数　 25,906件
（ともに平成26年3月末日現在）
③就業率　　　85.1％

　平成27年度目標値を下回る結果と
なった。①会員数の減少は民間企業
の60歳以降の雇用延長など社会情勢
の変化によるものと考えられる。
②受託件数、③就業率、④就業延べ
人員については、自転車駐車場管理
業務など大口の業務が民間事業者へ
移行したことにより一時的に減少し
た。
　しかしながら、日々の新規事業所
開拓に努めたことにより、民間企業
やスーパーなどからの受託件数が堅
調に伸びているとともに、平成26年
度より開始した相模シルバーそよ風
サービス（ワンコインサービス）の
受託件数も増加傾向にあるなど、急
激な落ち込みは回避されている。
　引き続き就業機会の開拓や提供に
努めることにより、会員数・受託件
数・就業率等が増加するよう支援す
る。

①社会貢献活動参加への意欲度
　第1回　実践講座　意欲度85．
7％
　第2回　実践講座　意欲度
100.0％
②地域貢献講座の受講者数100人

高齢者の地域活動支援事業
　地域で活動したいと考えている高
齢者（団塊の世代を含む）を支援す
るために、必要な知識や技能の取得
及び、地域活動への橋渡しとなるよ
うな養成・育成講座を開催する。

①地域活動実践講座の
アンケートによる今後
の社会貢献活動参加へ
の意欲度：80％以上
②地域貢献講座の受講
者数110人

　就業率は、平成25年度目標を下
回ったが、会員数、受託件数は目標
を上回った。今後も就業機会の開拓
や提供に努めることにより、会員
数・受託件数・就業率を増やすよう
支援する。

実
績

評
価

①会員数     3,800人
②受託件数    26,000
件
③就業率    87％

意欲度80％以上

シルバー人材センター支援事業
　高齢者への就業と仲間づくりの機
会の提供を目的とする（社）相模原
市シルバー人材センターの育成のた
めの助成を行う。

①会員数：3,900人
②受託件数：27,000
件
③就業率：87%

評
価

評
価

実
績

評
価

実
績
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実績・評価等指標・目標 実績・評価等 指標・目標 実績・評価等 指標・目標

平成２５年度○事業名

事業の概要

平成２７年度 平成２６年度

実
績

評
価

実
績

評
価

実
績

評
価

①職員体制１４１人
②第三者評価の実施
③運営法人の公募によ
る分割の実施

①職員体制１５５人
②センターの４か所増設
③運営法人の公募の実施（市内22か
所）

　目標どおり職員の増員、センター
の増設及び運営法人の公募、選考を
行い、高齢者の総合相談・支援等の
体制強化及び利便性の向上等を図っ
た。

実
績

評
価

実
績

評
価

実
績

評
価

地域包括支援センター運営事業
　地域包括ケアシステムの中核的機
関としての役割を担う高齢者支援セ
ンター（地域包括支援センター）の
充実を図るため、介護予防マネジメ
ントの推進や職員体制を強化すると
ともに、総合相談体制の充実を図り
ます。

①目標どおり実施し、対象者の内支
援が必要であると判断した高齢者80
人について、高齢者支援センター
（地域包括支援センター）が必要な
サービス等につなげた。
②目標どおり実施した。今後も更な
る連携に努める。
③第1層コーディネーターを配置し、
地域資源の把握や第2層コーディネー
ターの配置準備を進めた。

①目標どおり実施し、対象者の内支
援が必要であると判断した高齢者80
人について、高齢者支援センター
（地域包括支援センター）が必要な
サービス等につなげた。
②目標どおり実施した。今後も更な
る連携に努める。

①目標どおり実施し、支援の必要な
高齢者等157人を高齢者支援セン
ター（地域包括支援センター）へつ
ないだ。
②目標どおり行った。地域ケアサ
ポート医1名の増員により8名体制と
し、医療と介護の連携強化に努め
た。

①②目標どおり実施した。今後、総
合事業への移行に伴い、住民が主体
的に継続して介護予防活動に取り組
めるようすべての高齢者を対象に
「一般介護予防事業」として実施し
ていく。

①目標どおり実施した。今後も利用
者の増加に向けた事業の周知に努め
る。
②目標どおり実施した。今後も、新
規参加者数の拡大を図るため、さら
なる周知に努める。

①民生委員等により市内全地区で約
10,000人のひとり暮らし高齢者等
への訪問を実施した。
②研修等で連携について周知を行っ
た。
相談件数123件、地域ケア会議出席
2回
③市及び区に第1層生活支援コーディ
ネーターを5名配置した。

①民生委員等により市内全地区で約
12,000人のひとり暮らし高齢者等
への訪問を実施した。
②研修等で連携について周知を行っ
た。
相談件数63件、地域ケア会議出席5
回

①生活リハビリ相談 利用者数385件
②地域介護予防事業の実施・拡大を
図った。［延べ参加者数：16,250
人（実施回数：825回）］

実
績

評
価

実
績

評
価

実
績

評
価

　ひとり暮らし高齢者
等戸別訪問事業を通
じ、発見・見守り活動
を実施する。
地域ケアサポート医１
名の増員

①生活リハビリ相談
（栄養、口腔）の利用
者数の拡大を図る。
②地域介護予防事業の
実施、拡大を図る。

介護予防事業
　介護保険制度の改正に的確に対応
し、身近な地域において、高齢者の
心身の状態や生活環境に応じた介護
予防事業を実施します。

①生活リハビリ相談の
延べ利用者数：実績
313人を上回る利用者
数の拡大を図る。
②地域介護予防事業の
延べ参加者数：実績の
13,367人を上回る参
加者数の拡大を図る。

①職員体制１６８人
②センターの３か所増
設

①生活リハビリ相談の利用者数の拡
大を図った。述べ：313人
②地域介護予防事業の実施・拡大を
図った。
　実施回数：710回、延べ13,367
人

①目標どおり実施した。今後とも利
用者の増加に向けた事業の周知に努
める。
②利用者数の拡大を目指し事業を実
施したが、前年度の実績をわずかに
下回った。今後も、新規参加者数の
拡大を図るため、さらなる周知に努
める。

①職員体制１６８人
②センターの３か所増設（計２９か
所）

①職員体制141人
②第三者評価の実施（市内22か所）
③運営法人の公募（市内7か所）

　目標どおり職員の増員、センター
の増設を行い、高齢者の総合相談・
支援等の体制強化及び利便性の向上
等を図った。

　目標どおり職員の増員、第三者評
価の実施及び運営法人の公募、選考
を行い、高齢者の総合相談・支援等
の体制の強化及び利便性の向上等を
図った。

①生活リハビリ相談の
延べ利用者数：実績
287人を上回る利用者
数の拡大を図る。
②地域介護予防事業の
延べ参加者数：実績の
11,358人を上回る参
加者数の拡大を図る。

①職員体制155人
②センターの４か所増
設
③運営法人の公募の実
施

地域ケア体制推進事業
　ひとり暮らし高齢者等の支援を強
化するため、行政情報を活用し、民
生委員と高齢者支援センター（地域
包括支援センター）の連携による戸
別訪問を実施します。また、民間事
業者等とも協力し、地域における
ネットワークの構築を図ります。

①ひとり暮らし高齢者
等戸別訪問事業を通じ
必要な支援につなげ
る。
②地域ケアサポート医
との連携について、周
知を図っていく。
③市・区レベルに生活
支援コーディネーター
を5名配置する。

①民生委員等により市内全地区で約
8,400人のひとり暮らし高齢者等へ
の訪問を実施した。
②地域ケアサポート医1名増員

①ひとり暮らし高齢者
等戸別訪問事業を通
じ、発見・見守り活動
を実施する。
②地域ケアサポート医
との連携について、周
知を図っていく。

①生活リハビリ相談の領域拡大（栄
養、口腔）を行った。
（延べ287人中）栄養：延べ19人、
口腔：延べ11人
②地域介護予防事業の実施・拡大を
図った。
　実施回数：603回、延べ11,358
人
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実績・評価等指標・目標 実績・評価等 指標・目標 実績・評価等 指標・目標

平成２５年度○事業名

事業の概要

平成２７年度 平成２６年度

・療育支援については、目標どおり
実施した。
・療育センター再整備方針に基づ
き、順次、取り組みを進めるととも
に、庁内検討組織及び療育センター
再整備基本計画検討委員会におい
て、療育センター再整備基本計画の
策定に向けた検討を進めた。

・療育支援については、目標どおり
実施した。
・療育センター再整備方針に基づ
き、順次、取り組みを進めた。

　制度に基づき適正に実施した。 　制度に基づき適正に実施した。 　制度に基づき適正に実施した。

　障害福祉相談員及び相談支援専門
員を対象とした研修は目標どおり進
めることができた。また、基幹相談
支援センターが中心となり、各区に
おいて毎月1回事例検討会を開催する
など、相談支援専門員の資質、相談
技術の向上、関係機関のネットワー
クづくり等に努めた。

　障害福祉相談員対象の研修会は、
障害福祉団体主催による開催とし、
本市は当該研修会実施に向けて協力
した。相談支援専門員を対象とした
研修は目標どおり進めることができ
た。また、緑区及び南障害者相談支
援キーステーションでは基幹相談支
援センターと連携し、毎月1回事例検
討会を開催するなど、相談支援専門
員の資質、相談技術の向上、関係機
関のネットワークづくり等に努め
た。

　対象者が同一の研修について、回
数及び内容の見直しを行ったことに
より、研修開催回数は目標を下回っ
たが、研修参加者は目標を達成し
た。障害福祉相談員38人の配置のほ
か、基幹相談支援センター及びモデ
ル事業として実施したみなみ障害者
相談支援キーステーションの設置に
より、相談支援専門員の資質、相談
技術の向上、関係機関のネットワー
クづくり、障害者の権利擁護など相
談支援の充実を図った。

①研修開催　18回
②研修延べ参加者　289人
③事例検討会　25回

評
価

実
績

評
価

・療育ニーズが多様化
する中で、3区での療
育支援を実施するとと
もに、重度化する通園
児及び家族への支援を
実施する。
・療育センター再整備
方針に基づき、再整備
に向けた取り組みを進
める。

　障害福祉相談員及び
相談支援専門員を対象
に研修を実施し、資質
向上を図る。
①研修開催　17回
②研修延べ参加者
280人
③事例検討会　3回

実
績

評
価

実
績

実
績

評
価

実
績

　障害児者の地域生活
を支援するため、障害
者総合支援法等の規定
に基づき介護給付費等
を支給する。

　障害福祉相談員及び
相談支援専門員を対象
に研修を実施し、資質
向上を図る。
①研修開催　13回
②研修延べ参加者
240人

ー

実
績

評
価

訪問系サービス/延409,184.75時
間
短期入所事業/延 22,679人日
日中活動系サービス/延528,510人
日
施設支援サービス/延150,027人日
居住系サービス/延175,411人日

・療育相談件数（初回面接及び地域
生活支援相談件数）　1,600件
・児童発達支援延べ利用件数
2,574件
・リハビリテーション実施回数
3,588件
・児童発達支援センターの延べ通園
人数：第一陽光園　675人、第二陽
光園　342人
・療育センター再整備基本計画検討
委員会設置に係る準備を行った。
・療育センター再整備に係る基礎調
査を実施した。

実
績

評
価

実
績

評
価

障害児者への介護給付
　障害児者が施設内等のみで生活を
送るのではなく、社会参加できるよ
う自立した生活を送れるようにす
る。

障害福祉相談事業
　身近な地域においてきめ細やかな
相談に対応するため、障害福祉相談
員を設置するとともに、基幹相談支
援センターの運営など相談支援体制
の充実を図ります。

　障害福祉相談員及び
相談支援専門員を対象
に研修を実施し、資質
向上を図る。
①研修開催　20回
②研修延べ参加者
300人
③事例検討会　24回

　障害児者の地域生活
を支援するため、障害
者総合支援法の規定に
基づき介護給付費等を
支給する。

評
価

①研修開催　21回
②研修延べ参加者　297人
③事例検討会　36回

訪問系サービス/延453,198時間
短期入所事業/延23,116日
日中活動系サービス/延570,754日
施設支援サービス/延145,982日
居住系サービス/延6,882人

居宅介護事業/延363,394.75時間
短期入所事業/延19,810人日
日中活動系サービス/延482,075人
日
施設支援サービス/延147,466人日
居住系サービス/延163,067人日

　障害児者の地域生活
を支援するため、障害
者総合支援法等の規定
に基づき介護給付費等
を支給する。

　障害の軽減や生活能力の向上、早
期発見・早期療育の推進及び社会的
自立をめざすとともに、保護者への
療育に必要な指導・助言をするた
め、第一・第二陽光園及び療育相談
室の運営を行うほか、多様化する療
育ニーズに対応するため、療育セン
ター再整備方針に基づき陽光園再整
備基本計画の策定を進める。

・療育ニーズが多様化
する中で、3区での療
育支援を実施するとと
もに、重度化する通園
児及び家族への支援を
実施する。
・療育センター再整備
方針に基づき、再整備
に向けた取り組みを進
める。

障害児の療育・支援施設運営事業

実
績

評
価

ー

①研修開催　12回
②研修延べ参加者　242人

・療育相談件数（初回面接及び地域
生活支援相談件数）　1,529件
・児童発達支援延べ利用件数
2,795件
・リハビリテーション実施回数
3,792件
・児童発達支援センターの延べ通園
人数：第一陽光園　725人、第二陽
光園　334人
・療育センター再整備基本計画検討
会議
　検討会議：1回開催　ワーキング：
5回開催
・療育センター再整備基本計画検討
委員会：2回開催

ー
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実績・評価等指標・目標 実績・評価等 指標・目標 実績・評価等 指標・目標

平成２５年度○事業名

事業の概要

平成２７年度 平成２６年度

　自殺総合対策の推進のための行動
計画に基づき、自殺対策街頭キャン
ペーン等の普及啓発活動を実施する
など、目標通り事業実施し、自殺対
策の強化を図った。
　自殺未遂者の支援のために救急医
療機関との連携を図ったが、事業を
評価するには実績が十分でないた
め、今後も継続して実施し、事業モ
デルを構築する必要がある。

・行動計画の評価・検証等の手法に
ついては、自殺対策協議会で様々な
課題が明らかになったことから、課
題等を整理し、まとめに向けた協議
を進める必要がある。
・自殺未遂者の支援については、救
急医療現場の把握等の必要性が確認
できた。

　目標通り実施した。
　自殺対策に関する活動を行う民間
団体との連携の一環として、理容・
美容業・クリーニング業と相互協力
に関する協定を締結した。

・市自殺対策協議会の意見を基に、
自殺総合対策の推進のための行動計
画の評価指標の策定を行った。
・救急医療機関と連携した患者への
支援の試行を開始した。
・相談体制等について、意見交換を
行った。

・自殺総合対策の推進のための行動
計画の評価・検証等の手法につい
て、自殺対策協議会で協議を行っ
た。
・自殺予防情報センター（仮称）の
機能として必要な自殺未遂者の支援
と、自殺予防電話相談の充実のため
の検討を行った。

・自殺総合対策の推進のための行動
計画を平成２６年２月に策定した。
・自殺対策街頭キャンペーン等の普
及啓発活動を実施した。
・自殺対策特設サイトを平成２５年
９月に、市ホームページへ開設し
た。

・各区の障害福祉相談課及び津久井
保健福祉課において、精神科医によ
る精神保健相談を実施した。
・精神保健福祉センターにおいて、
事業を開始した。
・各区の障害福祉相談課により精神
保健普及講演会等を開催した。
・各区障害福祉相談課等による関係
機関との連絡会の開催や専門的相談
による複雑困難事例への対応を行っ
た。
・設置に向けた課題等を整理するた
め、庁内検討を行った。

・各区の障害福祉相談課及び津久井
保健福祉課において、精神科医によ
る精神保健相談を43回実施した。
・精神保健福祉センターと各区の障
害福祉相談課等との業務連絡会の開
催（２回）や各担当の連携による複
雑困難事例への対応を行った。
・グランドデザインについては、
「精神保健福祉に係る基本的な考え
方」として策定した。

・各区の障害福祉相談課及び津久井
保健福祉課において、精神科医によ
る精神保健相談を３５回実施した。
・精神保健福祉センターと各区の障
害福祉相談課等との業務連絡会の開
催（２回）や各担当の連携による複
雑困難事例への対応を行った。
・各区の障害福祉相談課により精神
保健普及講演会等を開催した。

実
績

・精神科医師による精
神保健相談の実施
・積極的な普及啓発の
実施
・各区関係機関との
ネットワークを活用し
た業務連絡会の開催や
複雑困難事例への対応
・精神保健業務におけ
るグランドデザインの
策定

　各種相談事業や普及事業、連絡会
の開催などについて、目標通り実施
した。今後も市民からの様々な相談
等に対応するため、訪問指導活動な
ど、相談事業等の充実を図る必要が
ある。

　各種相談事業や普及事業、連絡会
の開催などについて、目標通り実施
した。今後も市民からの様々な相談
等に対応するため、相談事業等の充
実を図る必要がある。

評
価

評
価

　精神保健業務におけるグランドデ
ザインについては、関係各課との意
見交換を行い、精神保健福祉審議会
等、外部の意見を反映し策定する方
針としたことから、平成２６年度の
策定とした。その他は、目標通り実
施した。

実
績

評
価

実
績

・精神科医師による精
神保健相談の実施
・積極的な普及啓発の
実施
・各区関係機関との
ネットワークを活用し
た業務連絡会の開催や
複雑困難事例への対応
・精神保健業務におけ
るグランドデザインの
策定

・自殺総合対策に係る
行動計画の策定
・積極的な普及啓発の
実施
・自殺対策特設サイト
の市ホームページへの
設置

実
績

実
績

評
価

実
績

評
価

④心と身体の健康づくりと安心できる医療体制づくり

精神保健相談事業（精神保健福祉相談・訪問指導）
・各区の障害福祉相談課及び津久井
保健福祉課において精神科医による
精神保健相談を実施する。
・各区の障害福祉相談課に窓口業務
支援のため保健福祉相談員を配置す
る。
・地域住民の精神的健康の保持増
進、精神障害の予防等のために、精
神保健福祉センターが専門的な立場
から相談指導を行う。

・精神科医師による精
神保健相談の実施

・不安・強迫性障害相
談事業の開始
・積極的な普及啓発の
実施

・各区関係機関との
ネットワークを活用し
た業務連絡会の開催や
複雑困難事例への対応
・ひきこもり地域支援
センター設置に向けた
検討を行う。

評
価

・自殺対策協議会で協
議を通して、自殺総合
対策の推進のための行
動計画の評価・検証等
の手法について、まと
める。
・自殺予防情報セン
ター（仮称）の平成２
７年度設置に向け検討
を行う。

精神保健相談事業（自殺総合対策）
・自殺総合対策庁内連絡会の開催
・かながわ自殺対策会議への参画
・（仮称）自殺総合対策協議会の設
置
・体制整備、普及啓発、人材育成、
当事者支援、調査研究の各分野で事
業を実施

・市自殺対策協議会で
協議を通して、自殺総
合対策の推進のための
行動計画の評価・検証
等の手法について、ま
とめる。
・自殺未遂者の支援の
ため、救急医療機関と
の連携を進める。
・横浜いのちの電話と
の意見交換など、一層
の連携に努める。
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12月の一斉改選では、定数915人の

96.2%））したが、引き続き、欠員

　民間保育所の整備による３２５人
の定員増、すくすく保育アテンダン
トの各区こども家庭相談課へ配置し

　引き続き、保育所の追加整備、す
くすく保育アテンダントによる更な
る相談体制の強化等様々な手法を活
用し待機児童解消に向け取り組む必

に、活動環境の改善に向けた具体的
な取組内容の取りまとめを行い、定
数の増員や活動Q&Aの作成など、実
施可能な改善策については、取り組

　目標を上回ったが、満足度は、講
師の人選によるところも大きいと考
える。今後も社会情勢や市民の関心
を寄せる事業内容に配慮し、福祉思

9



目標を大幅に上回った。当初施設整
備等を予定していた児童クラブ以外
に、緊急的に施設整備等を行い、待

　施設整備、改修等により273人の

①施設整備による定員拡大（120人

増）、共和（20人増）、新磯（30

②余裕教室改修による定員拡大（60

谷口台（30人増）、大野台（30人

③こどもセンター諸室放課後活用に

清新（30人増）、鶴園中和田（30
人増）、富士見（18人増）、大野北

　目標どおり実施した。1会場あたり
約90人の参加があり、保護者の育児

10



こどもセンター4館（橋本、大野北、
大沼、鶴園中和田）、児童館2館（宮
上、東林間）の6箇所において放課後
子ども教室事業を新たに実施した。
また、平成26年度の実施に向けて、

間）、児童館4館（相原、あさひ、光
が丘、谷口）の6箇所について運営体

小学校内実施型2校（相原小、上鶴間
小）については、実施方法変更に向

目標どおり実施した。経年劣化等に
より改修が必要なこどもセンターに

・屋上防水改修修繕（鶴園中和田）

　目標どおり実施した。今後も放課
後子ども教室事業の拡大実施に取り

11



　県と県北地域児童相談所の土地・
建物の譲渡に関し、譲渡価格等につ
いて協議し、平成26年4月1日付で

　青少年関係団体への各種委託事業
を実施し、青少年へ体験、活動の機
会を提供した。また、青少年指導者
の養成・育成及び関係団体の育成・

　「家庭の日」写真・家族へのメッ
セージ募集、「健全育成啓発作品」
絵画・標語募集、延べ応募件数551

　目標どおり実施した。平成26年4
月から市児童相談所の単独利用及び
一時保護所の運営ができるように、

　広報紙や各小・中学校へチラシを
配布するなど広く周知を行ったが、
目標を下回った。入選作品について
は巡回展示、ポスターの作成・配布
等により広く普及啓発を行った。今
後も地域社会における青少年を取り
巻く健全な社会環境づくりのため、
各種事業に取り組み、啓発・支援に

　委託事業参加者については、広く
周知を行ったが目標を下回った。今
後も引続き青少年の健全育成や青少
年指導者の養成・育成、青少年団体
の支援に取り組む。また、各団体相

12



　第1回、第2回ともに目標を上回っ
た。地域活動への参加を促進するた
め、今後も事業内容のさらなる充実

回ったが、会員数、受託件数は目標
を上回った。今後も就業機会の開拓

数・受託件数・就業率を増やすよう
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①目標どおり実施し、支援の必要な

ター（地域包括支援センター）へつ

ポート医1名の増員により8名体制と

①目標どおり実施した。今後とも利
用者の増加に向けた事業の周知に努

②利用者数の拡大を目指し事業を実
施したが、前年度の実績をわずかに
下回った。今後も、新規参加者数の
拡大を図るため、さらなる周知に努

②第三者評価の実施（市内22か所）

　目標どおり職員の増員、第三者評
価の実施及び運営法人の公募、選考
を行い、高齢者の総合相談・支援等
の体制の強化及び利便性の向上等を

①民生委員等により市内全地区で約
8,400人のひとり暮らし高齢者等へ

①生活リハビリ相談の領域拡大（栄

（延べ287人中）栄養：延べ19人、

②地域介護予防事業の実施・拡大を

　実施回数：603回、延べ11,358
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　対象者が同一の研修について、回
数及び内容の見直しを行ったことに
より、研修開催回数は目標を下回っ

た。障害福祉相談員38人の配置のほ
か、基幹相談支援センター及びモデ
ル事業として実施したみなみ障害者
相談支援キーステーションの設置に
より、相談支援専門員の資質、相談
技術の向上、関係機関のネットワー
クづくり、障害者の権利擁護など相

居宅介護事業/延363,394.75時間

日中活動系サービス/延482,075人

施設支援サービス/延147,466人日
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　自殺対策に関する活動を行う民間
団体との連携の一環として、理容・
美容業・クリーニング業と相互協力

・自殺総合対策の推進のための行動
計画を平成２６年２月に策定した。
・自殺対策街頭キャンペーン等の普

・自殺対策特設サイトを平成２５年

・各区の障害福祉相談課及び津久井
保健福祉課において、精神科医によ
る精神保健相談を３５回実施した。
・精神保健福祉センターと各区の障
害福祉相談課等との業務連絡会の開
催（２回）や各担当の連携による複

・各区の障害福祉相談課により精神

　精神保健業務におけるグランドデ
ザインについては、関係各課との意
見交換を行い、精神保健福祉審議会
等、外部の意見を反映し策定する方
針としたことから、平成２６年度の
策定とした。その他は、目標通り実
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